
協 約 等 
 

団体名 横浜高速鉄道株式会社 

所管課 都市整備局都市交通課 

団体に対する市の関与方針 財務の健全性確保に向けて経営をチェックする団体 

 

１ 団体の使命等 

(1) 団体の設立目的 

（設立時の公益的使命） 

横浜都心部に新たな交通軸を構築し、利便性の向上や都心エリアの一体化・機能強化を図るこ

とにより、みなとみらい２１地区の開発促進や馬車道、関内、山下町、中華街、元町など、旧市

街地を活性化する。 

また、東京方面への相互直通運転による広域鉄道ネットワークの形成により、業務、観光・レジ

ャー、ショッピングなど、幅広い需要の創出に貢献する。 

(2) 設立以降の環境の 

変化等 

・ みなとみらい２１地区等の沿線開発の進捗と、山下ふ頭等の新たな開発計画 

・ 新型コロナウイルスの感染拡大による輸送需要の大きな落ち込みと、感染拡大を契機とした 

リモートワークの定着、ネットショッピングの普及等によるお客様ニーズの変化 

・脱炭素社会の形成の推進など、ＳＤＧｓの取組に関する社会的な要請の高まり 

(3) 上記(1)・(2)を踏まえ 

た今後の公益的使命 

横浜都心部の活性化とそれを支える交通インフラとしての使命を果たしていくため、上記(2)の

状況を踏まえ、あらゆる面においてコスト抑制と収益確保策を講じて、安定した経営基盤を確

立する必要がある。また、ポストコロナ時代を見据え、運行ダイヤの変更などの利用者ニーズに

即した新たなサービスの提供、社会的な要請から省エネルギー化や再生エネルギーの活用など

が求められている。 

 

２ 団体経営の方向性 

(1) 団体経営の方向性 

（団体分類） 
引き続き経営の向上に取り組む団体 

参考（前期協約の 

団体経営の方向性） 

引き続き経営の向上に取り

組む団体 

(2) 前協約からの団体経営 

の方向性の変更の有無 
有 ・ 無 

(3) 団体経営の方向性の 

分類変更理由 
－ 

(4) 協約期間 令和３年度～６年度 
協約期間設定

の考え方 
第４期中期経営計画の期間 

 

３ 目標 
（１）公益的使命の達成に向けた取組 
① 安定した鉄道経営の継続 

ア 公益的使命① 鉄道輸送サービスの継続 

イ 公益的使命の達成に 

向けた現在の課題等 

新型コロナウイルスの感染拡大によって落ち込んだ輸送需要を早期に回復させるとともに、感

染拡大を契機とした人々の生活・行動様式の急速な変容による移動ニーズの変化に敏感､かつ的

確に対応していく必要がある。 

ウ 公益的使命達成に向け 

た協約期間の主要目標 

・お客様ニーズへの対応 

   お客様満足度 4.00 以上 

・収益確保 

営業収益 令和 3年度：110 億円

  令和 4年度：114 億円

  令和 5年度：117 億円

  令和 6年度:120 億円 

・コスト抑制 

 運送費 37.8 億円以下 

主要目標の 

設定根拠 

及び公益的

使命との 

因果関係 

鉄道輸送サービスを継続して提供するために

は、事業継続の前提となる安全確保は勿論の

こと、あらゆる面において、収益確保とコス

ト抑制策を講じて、移動ニーズが大きく変化

する中でも安定した経営基盤を確保する必要

がある。 
（参考） 

令和２年度実績： 

・お客様満足度 3.81 

・営業収益   79.8 億円 



・運送費    38.3 億円 

令和元年度実績： 

・お客様満足度 3.61 

・営業収益   124.7 億円 

・運送費      42 億円 

 
主要目標達成に 

向けた具体的取組 

団
体 

・施設・車両等の適切な保全に加え、自然災害への備え、新型コロナウイルス対策などを進め 

て、利用者が安全・安心に利用できる環境を整備する。 

・遊休空間を有効活用した駅ナカサービスの展開等、運輸収入以外の収入を確保する。 

・発注・施工方法の見直しや、省人化の取組等、創意工夫を行いながら運営方法を見直して、 

あらゆるコストを抑制する。 

市 

・団体が進める駅ナカ事業等の収益施策に関して､関係機関調整等における必要な支援を行う。 

・本市が進めるみなとみらい線沿線のまちづくり施策において、情報提供を行うとともに施策 

連携を検討する。 

 

② 沿線地域の賑わいの創出 

ア 公益的使命② 横浜都心部の活性化 

イ 公益的使命の達成に 

向けた現在の課題等 

新型コロナウイルスの感染拡大により観光等による来街者数が大きく落ち込んでおり、早期に

コロナ前の賑わいを取り戻し、横浜都心部の来街者を増加させる必要がある。 

ウ 公益的使命達成に向け 

た協約期間の主要目標 

輸送人員 

令和 3年度：7,030 万人 

令和 4年度：7,350 万人 

令和 5年度：7,450 万人 

令和 6年度：7,630 万人 

主要目標の 

設定根拠 

及び公益的

使命との 

因果関係 

横浜都心部の活力向上に向けては、安全・安

心な鉄道輸送サービスの継続はもとより、地

域の魅力を最大限に発信し、沿線への来街者

を増加させる必要がある。 

（参考） 

令和２年度実績： 

 ・輸送人員     5,205 万人 

令和元年度実績： 

 ・輸送人員     8,061 万人 

 
主要目標達成に 

向けた具体的取組 

団
体 

・他社と連携したイベントの誘致や地域の魅力を高める空間づくりなど、地域の賑わいの拠点、 

情報発信の場として駅を有効活用する。 

・地域の魅力発信や、地域で行われるイベント等への支援など、鉄道事業を通じて、地域の魅 

力を最大限に引き出す。 

市 

・本市が進めるみなとみらい線沿線の観光施策について、団体に対して情報提供するとともに、 

施策連携に必要な支援を行う。 

 

（２）財務に関する取組 

ア 財務上の課題 財務の健全性の確保 

イ 課題解決に向けた 

協約期間の主要目標 

経常損益 令和 3年度：1億円 

令和 4年度：1億円 

令和 5年度：2億円 

令和 6年度：5億円 

主要目標の 

設定根拠 

及び財務に 

関する 

課題との 

因果関係 

財務の健全性を確保するためには、経費や投

資、資金調達コスト等を縮減して、経常利益

を確実に計上し、キャッシュ・フローを安定

的に維持する必要がある。 

（参考） 

令和２年度実績： 

・経常損益    △35.1 億円 

令和元年度実績： 

・経常損益    7.7 億円 

 
主要目標達成に 

向けた具体的取組 

団
体 

・経費の見直しと厳選した設備投資により、支出を抑制する。 

・社債の継続発行により調達コストを抑え、また複数の金融機関からの同一条件での借入(シン

ジゲート団による借入)の枠組みを維持して、安定的な資金調達を行う。 

・綿密な資金管理を行い、借入残高の抑制に努め、有利子負債の削減に取り組む。 

市 
・コロナ禍における厳しい経営環境に配慮しながら、引き続き、東横線地下化事業に関する財 

政的支援を行う。 

 

 

 



（３）人事・組織に関する取組 
ア 人事・組織に関する 

課題 
効率的かつ安定的な組織運営 

イ 課題解決に向けた 

協約期間の主要目標 

・人材開発 

令和 3年度：人材育成計画の策定 

令和 4年度：計画の運用､推進 

令和 5年度：計画の運用､推進 

令和 6年度：計画の運用､推進 

・効率的な組織運営 

プロパー化率  50％以上 

主要目標の 

設定根拠 

及び人事・

組織に 

関する 

課題との 

因果関係 

効率的かつ安定的に組織を運営していくため

には、組織態勢を都度見直して人員配置の適

正化に努めるとともに、人材育成計画を的確

に運用して プロパー社員を育成し、単価が高

く、派遣期間が有限である出向者を順次置き

換えていく必要がある。 （参考）令和２年度実績： 

・人材開発 人材育成計画の検討 

・プロパー化率 32％ 

 
主要目標達成に 

向けた具体的取組 

団
体 

・育成方針やキャリアデザイン、人事管理の方法など、人材育成計画を策定し、積極的に運用 

して、プロパー社員の人材開発を推進する。 

・組織全体における業務のスリム化を視点に部署間の連携方法等を見直し、機動的かつ効率的 

な組織態勢を確立する。 

市 
・所管部署と市からの派遣社員間の連携を密に行い、人材育成計画の策定に関する情報提供、 

その他事務の効率化に関する助言等を行う。 

 

 

 

 


